
【職業実践専門課程認定後の公表様式】

〒
（住所）
（電話）

〒
（住所）
（電話）

昼夜

年

有

資格・検定名 種別 受験者数 合格者数
第2種電気工事士 ② 　　3人 　　　1人
第1種電気工事士 ② 　　3人 　　　1人
第2級デジタル通信 ② 　　1人 　　　1人

人
人
人
％

％

#REF! #REF!

10 名 29 ％

受審年月：

学科所定の単位を取得している。　学校で計画する学校行事
にすべて参加している。　品行、素行ともに優れている。授業
料その他校納金を完納している。
各教科とも授業時間数の2/3以上の出席であること。所定の
単位を取得している。授業料を完納している。

A:80点以上　B:70～79点　C:60～69点D:59点以下　Dは不合格
試験成績を主とし、出席状況、平常の学習状況、学習態度を加味して教科担当者

が行う

http://www.kumakosen.jp

■中退防止・中退者支援のための取組
担任が毎朝SHRを実施し、日頃から学生の状況を把握して生活指導にあたっている。欠席が続くようであれば、保護者に連絡して家庭と連携を取ってい
る。留学生については、留学生対策室が中心になり担任と連携を取りながら、アルバイトや交通事故防止及び生活面での指導等にあたっている。

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度： 有
※有の場合、制度内容を記入

（入学時の成績により授業料を減額する。Ａ特待：授業料半額免除～Ｅ特待：入学金の一部免除）

■専門実践教育訓練給付：
※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

1人

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載

評価団体：
評価結果を掲載した
ホームページＵＲＬ

令和3年4月1日時点において、在学者34名（令和3年4月1日入学者を含む）
令和4年3月31日時点において、在学者26名（令和4年3月31日卒業者を含む）
■中途退学の主な理由

就職のため。

就職等の
状況※２

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

■就職指導内容

■卒業者数 12
■就職希望者数 12

#REF!

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等

年度卒業者に関する令和4年5月1日時点の情報）

■就職者数 12
100■就職率　　  　　　 　　　　：

■卒業者に占める就職者の割合
： 100

#REF!

　毎朝、担任がSHRを実施し、個々の学生の状況把握に努め
ている。また、保護者会を実施して、家庭と連携を取りながら
きめ細かな指導を心がけている。 ■サークル活動：

■その他
・進学者: ０名

　就職指導部からの情報を基にして、担任が個別にきめ細かな指
導にあたっている。その成果として毎年就職内定率は１００％であ
る。

白鷺電気工業(株)，(株)九電工，上野電気(株)，(株)新星，
九州電設(株)，清水電気工業(株) 等，電気工事系企業。

（令和3年度卒業者に関する令和4年5月1日時点の情報）

0 0
#REF!

生徒総定員 生徒実員 留学生数（生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

2 昼間
2040 1410 330 300

認定年月日 平成28年2月19日

修業年限
全課程の修了に必要な
総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

工業 工業専門課程 電気システム科
平成６年文部科学省

告示第84号

学科の目的
（ア）電気を利用する分野における電気技術者の役割を理解させるとともに、電気に関する技術を通して社会に貢献する人材を育成する。
（イ）一般社会をはじめ産業界を支える基盤である電気関係の諸事業に携わる技術者を育成するとともに、実践的技術者として必要な知識・技術を深め、
活用する能力を育成する。

分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

熊本工業専門学校 昭和58年2月24日 江藤　正行
〒861-8038
熊本市東区長嶺東５丁目１番１号
096-380-8645

学校法人開新学園

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

明治37年6月1日 江藤　正行
862-867
熊本市中央区大江６丁目１番３３号
096-366-1201

（別紙様式４）

令和4年10月25日
（前回公表年月日：令和元年7月19日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

9人6人3人6人32人80人

（例）学生自治組織・ボランティア・学園祭等の実行委員会等

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当する
か記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの

③その他（民間検定等）

　
■自由記述欄
（例）認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等

学期制度
■前期：４月１日～１０月３日
■後期：１０月８日～３月３１日

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法

長期休み

■学年始：　４月　１日～４月９日
■夏　 期：　７月２０日～８月３１日
■冬　 期：１２月１４日～１月６日
■学年末：　３月　２日～３月３１日

卒業・進級
条件

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類
■個別相談・指導等の対応

http://www.kumakosen.jp/


（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映
した内容を公表することが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意し、
それぞれ、「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留年」
「資格取得」などを希望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をい
います。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の
者、留学生、聴講生、科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職
者とはしません（就職したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進
学状況等について記載します。

３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と
同時に受験資格を取得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的
な学修成果（例えば、認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。



種別

（年間の開催数及び開催時期）

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況
※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

・第2種電気主任技術者の不足について
　　　　→　認定校（学科免除）である点のPRが不足しているようなので、PRを強化することにした。
・年間計画時間・カリキュラム全般について
「年間のカリキュラムが多すぎるのではないか」との指摘があり、次年度のカリキュラム検討の際に、経済産業省の認定要

江藤　正行 熊本工業専門学校　理事長・学長

名　前 所　　　属 任期

石坂　敏明 様
一般社団法人熊本県電設業協会理事（泰明
電機株式会社　代表取締役社長）

令和４年４月～令和６年３
月

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針
　電力業界、電気工事業界、電気通信業界など電気に関する様々な業界の専門性の動向、高度化する技術の知識、実務
についての情報を得るために企業等との連携を図る。電気に関する様々な分野に関し、生徒の就業先の業界における人材
の専門性に関する動向、国又は地域の産業振興の方向性、新産業の成長に伴い新たに必要となる実務に関する知識、技
（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

　電力業界、電気工事業界、電気通信業界など電気に関する様々な業界の専門性の動向、高度化する技術の知識、実務
についての情報を得るために企業等との連携を図る。電気に関する様々な分野に関し、生徒の就業先の業界における人材
の専門性に関する動向、国又は地域の産業振興の方向性、新産業の成長に伴い新たに必要となる実務に関する知識、技

術、技能などを十分に把握する上で参考意見を求めるため年２回の教育課程編成委員会を開催する。
（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

沼田　幸広 様 白鷺電気工業株式会社　代表取締役社長
令和４年４月～令和６年３

月

令和4年10月25日現在

遠藤禮一郎 熊本工業専門学校　副学長

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年２回を原則として開催
　　　４月～９月に１回、前年度カリキュラムの課題について
　　　１０月～３月に１回、次年度カリキュラムの説明
（開催日時（実績））
第１回　令和4年9月30日

前川　　深 熊本工業専門学校　電気システム科長・経営企画部長

稲田　照幸 熊本工業専門学校　電気システム科教官

園田　友資 熊本工業専門学校　電気システム科教官



発送配電
電力業界の最新の情報を得るために企業からの講習会出前授業等に
より、電力技術の現在の状況を知り理解を深める。 九州電力（株）

電気実験Ⅰ
電気工事業界の動向、実務についての最新の情報を得るために企業
との連携を図り、連携企業において2週間の中堅技術者による指導を
受け、即戦力となりうるための技能向上を図る

白鷺電気工業（株）、
（株）新星

データ通信工学
電気通信業界の動向、高度化する技術の知識、実務についての最新
の情報を得るために企業の訓練施設で、現場指導者による指導を受
ける。

（株）シスケン、明正電設

低圧の充電電路の施設若しくは修理の業務、配電盤室、変電室等区画された場所に設
置する低圧電路のうち充電部分が露出している開閉器の操作の業務に就く学生に対し、
労働安全衛生法に基ずく低圧電気取扱に関する特別教育を受講させることにより高度
化する技術の知識、実務についての最新の情報を得るために企業等との連携を図り、
現場指導者による指導を受ける。

（一財）九州電気保安協会　熊本支部

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
技術の進歩が速い業界にしゅうしょくすることになるので、企業実習や特別講義などを実施することにより、即戦力としての
人材育成を行う。現行の法令（電気事業法、電気工事士法など）にあったカリキュラムを実践するとともに、認定校としての
カリキュラムに従った基礎実習を確実に行う。なお、前期および後期末に担当者による学生の学習成果の評価を踏まえ、担
（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

電気工事演習
第一種電気工事士、第二種電気工事士試験の実際について学ぶとと
もに実技指導を通して、資格取得のためのノウハウを学ぶことを目的
とする。

泰明電機株式会社

電気法規・施設管理

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

高度化する技術の知識、実務についての情報を得るために企業等との連携を図る。
企業実習や特別講義および教員に対する専攻分野における実務に関する研修を組織的に行う。
ア　企業実習（１年次実施　平成26年度より、呼称を「インターンシップ」から「企業実習」に変更）
　平成26年度：　10月20日(月)～10月24日(金)（ 5日間）　11社
　平成27年度：　10月19日(月)～10月30日(金)（10日間）　12社　　（予定）
　
イ　見学研修会
平成26年度：１年生　　九電工アカデミー、メガソーラー大牟田発電所
　　　　　　　　　 ２年生　　再生可能エネルギー先端技術展２０１４
平成27年度：１年生　　九電工アカデミー、メガソーラー大牟田発電所　（予定）
　　　　　　　　　 ２年生　　熊本地方合同庁舎、ＮＴＴ西日本熊本支店　　　（予定）
　　（参考）
　　　平成24年度：Ｅ科全員　天山揚水発電所、九州電力エネルギー館、九電工アカデミー
平成25年度：Ｅ科全員　九電工アカデミー、メガソーラー大牟田発電所
ウ　労働安全衛生特別教育講習（低圧電気取扱者）（一般財団法人九州電気保安協会主催）
　　　平成26年6月　9日(月)　　35人受講（１・２年生）
　　　平成27年6月18日(木)　　14人受講（１年生）
　　（参考）
　　　平成25年7月  2日(火)　　21人受講（２年生）



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

ITテクノロジー株式会社　デジタルテクノロジー事業部　清水　宣光氏より　・AIとは　・AIの歴史　・機械学習とディープラーニング　・ディープ
ラーニング応用事例　・AIの未来　・デモ　応用事例

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

研修は、教員に対して、現在就いている職又は将来就くことが予想される職に係る職務の遂行に必要な知識又は技能等を修得させ、その遂行に必
要な教員の能力及び資質の向上を図ることを目的とする。
　また、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修や、指導力の修得・向上のための研修を、教員の業務経験や能力、担当する授業科目や
授業以外の担当業務に応じて実施し、受講者はその内容を他教員へ展開することで、全員のより高度な職務を遂行するために必要な付与すること
を目的とする。

AIと機械学習とディープラーニング 連携企業等： ITテクノロジー株式会社

2022/8/26 対象： 希望者

②指導力の修得・向上のための研修等



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

①専攻分野における実務に関する研修等
（３）研修等の計画

②指導力の修得・向上のための研修等



種別
学識経験

者
工業団体

代表
業界団体

代表
業界団体

代表
企業等委

員
企業等委

員
企業等委

員

校長等

（３）学校関係者評価結果の活用状況
・「学校の理念が学生の目に触れていないのでは」というアドバイスを受け、日常的な意識高揚のため、建学の精神である
「創造・倫理・実践」を額に入れ、職員・学生全員が目に触れるよう各教室に掲示した。
・広報活動にもっと力を入れて欲しいという意見を受け、これまで実施していなかった私立高校向けの進学説明会を実施す
ることとした。
（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

#REF!

名　前 所　　　属 任期

（９）法令等の遵守 ・法令、専修学校設置基準等の遵守と適正な運営がなされているか
（１０）社会貢献・地域貢献 ・学校の教育資源や施設を活用した社会貢献・地域貢献を行っている
（１１）国際交流 ・留学生の受入れ・派遣について戦略を持って行っているか

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目
（１）教育理念・目標 ・学校の理念・目的・育成人材像は定められているか
（２）学校運営 ・目的等に沿った運営方針が策定されているか

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。
また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針

　本校の基本方針に基づき、学校運営が適正に行われているかを関連業界団体、企業関係者等の参画を得て、包括的・客
観的に判定することで、学校運営の課題・改善点・方策を見出し、学校として組織的・継続的な改善を図る。また、情報を公
開することにより、開かれた学校づくりを行う。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

佐藤　泰生 一般社団法人日本機械学会　会員
平成30年4月1日～
令和　2年3月31日

冨永　好三 熊本県工業連合会　事務局長
平成30年4月1日～
令和　2年3月31日

（６）教育環境 ・施設・設備は、教育上の必要性に十分対応できるよう整備されている
（７）学生の受入れ募集 ・学生募集活動は、適正に行われているか
（８）財務 ・中長期的に学校の財務基盤は安定しているといえるか

（３）教育活動 ・教育理念等に沿った教育課程の編成・実施方針等が策定されている
（４）学修成果 ・就職率の向上が図られているか
（５）学生支援 ・進路・就職に関する支援体制は整備されているか

※（１０）及び（１１）については任意記載。

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期

熊本県自動車整備振興会　業務課長
平成30年4月1日～
令和　2年3月31日

堀下　信也
一般社団法人九州電気保安協会熊本支部

熊本東事業所　事業所長
平成30年4月1日～
令和　2年3月31日

池松　康博 株式会社　池松機工　代表取締役社長
平成30年4月1日～
令和　2年3月31日

有馬　豊 有馬税理士事務所　所長（税理士）
平成30年4月1日～
令和　2年3月31日

竹原　崇

益田　耕一
ネッツトヨタ中九州株式会社

　取締役営業統括部長
平成30年4月1日～
令和　2年3月31日

田中　満生 学校法人開新学園　開新高等学校長
平成30年4月1日～
令和　2年3月31日

学校ホームページ

URL:http//www.kumakosen.jp

http/www.kumakosen.jp


５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に
関する情報を提供していること。」関係

（３）教職員 教員一覧
（４）キャリア教育・実践的職業教育 就職サポート

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
 より実践的な職業教育を確保するため、教育活動の観察や意見交換等を通じて、教育活動及び学校運営の状況に応じて
自己評価の結果を踏まえた評価を行い、その結果を学長に報告する。学長は、その結果を踏まえ、教育活動や学校運営の
改善を図る。
（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応

ガイドラインの項目 学校が設定する項目
（１）学校の概要、目標及び計画 学校概要、校訓、沿革、所在地、連絡先、魅力、開新学園の取組

学校ホームページ
URL:http//www.kumakosen.jp
公表時期：

（１１）その他
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

（８）学校の財務 財務情報
（９）学校評価 自己点検・評価報告書、学校関係者評価委員会評価報告書
（１０）国際連携の状況

（５）様々な教育活動・教育環境 年間行事、宿泊研修、企業実習、整備競技大会
（６）学生の生活支援 学生寮
（７）学生納付金・修学支援 学費について、特待生制度、学費分割納入制度、日本学生支援機構

（２）各学科等の教育 定員、カリキュラム、取得可能な資格、国家試験・検定実績、内定実績

http/www.kumakosen.jp


必
　
　
修

選
択
必
修

自
由
選
択

講
　
　
義

演
　
　
習

実
験
・
実
習
・
実

技

校
　
　
内

校
　
　
外

専
　
　
任

兼
　
　
任

1 ○ 数学

分数と合成抵抗計算,平方根とインピーダンスの計
算,指数と単位の変換,一次方程式と移項,連立一次
方程式とキルヒホッフの法則,二次方程式とイン
ピーダンスの計算,不等式といろいろな記号,角度と
三角比,三角関数と交流波形,ベクトルとその応用

１
通

60 4 ○ ○ ○

2 ○ 応用数学

数列、微分法、積分法、ベクトルと図形、行列と行
列式、 ２

通
60 4 ○ ○ ○

3 ○ 物　　理

力と運動、温度と熱、波と光、電磁気、原子の世界

１
通

60 4 ○ ○ ○

4 ○ ビジネス概論

新聞を読もう,財務分析(1）,財務分析(2)貸借対照
表分析,財務分析(3)損益計算書分析,
財務分析(4)キャッシュフロー計算書分析他,市場と
は,株式市場と外国為替市場,マーケテイングとは,
マーケテイングの方法と分析,顧客とニーズと市場,

２
通

60 4 ○ ○ ○

5 ○ 電気磁気学

電荷と電界、電位、静電容量、誘電体、電磁誘導、
ｲﾝﾀﾞｸﾀﾝｽ、磁性体 １

通
90 6 ○ ○ ○

6 ○ 電気回路理論

電気回路の基礎、交流電圧電流電力、多相交流、過
渡現象、演算子法 １

通
90 6 ○ ○ ○

7 ○ 電気計測

単位、標準器、各種計器と測定器、測定法各論、電
子計測、電気応用

１
通

60 4 ○ ○ ○

8 ○ 電子回路Ⅰ

トランジスタ基本特性,回路素子の電子装置,増幅回
路,,整流回路,諸回路 １

通
60 4 ○ ○ ○

9 ○ 電子回路Ⅱ

フリップフロップ、カウンタとシフトレジスタ、エ
ンコーダ・デコーダと表示回路、演算回路 ２

通
60 4 ○ ○ ○

10 ○ 電気工学演習Ⅰ

電気磁気学に関する演習

１
通

60 2 ○ ○ ○

11 ○ 電気工学演習Ⅱ

電気回路論に関する演習

２
通

60 2 ○ ○ ○

12 ○ 発変電工学

電気事業、発電工学（水力、火力、原子力その
他）、変電工学 ２

通
60 4 ○ ○ ○

13 ○ 送配電工学

送電線路、送電特性、保護継電器と継電方式、配電
系統 ２

通
60 4 ○ ○ ○

14 ○ 電気法規・施設管理

電気関係法規の概要 、電気施設管理

１
通

60 4 ○ △ ○ ○ ○

15 ○ 高電圧工学

絶縁破壊,高電圧の発生・測定、プラズマの性質、
高電圧機器 １

後
30 2 ○ ○ ○

16 ○ 電気材料

導電材料,超伝導材料,絶縁材料,半導体材料,特殊材
料 １

後
30 2 ○ ○ ○

17 ○ 電気機器学Ⅰ

直流発電機、直流電動機、変圧器

１
前

30 2 ○ ○ ○

18 ○ 電気機器学Ⅱ

同期機、誘導機、パワーエレクトロニクス

２
通

60 4 ○ ○ ○

19 ○ 制御工学

自動制御の概念、応答と伝達関数、自動制御装置の
構成・応用 ２

前
30 2 ○ ○ ○

20 ○ 電動機応用

電動機の特性、慣性体の過減速に伴う現象、電動機
出力の決定 ２

前
15 1 ○ ○ ○

21 ○ 照明・電熱工学

電燈照明、照明計算の基礎、照明設計、電気加熱、
電気溶接 ２

後
30 2 ○ ○ ○

22 ○ 電気化学

電解質溶液の電気伝導度、電池、電解化学、電熱化
学 ２

前
15 1 ○ ○ ○

23 ○ 電子計算機工学

２進法、論理回路、電子計算機の構成

１
通

60 4 ○ ○ ○

24 ○ デジタル回路

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ回路の基礎、演算回路、組合せ回路、記憶素
子 １

通
60 4 ○ ○ ○

25 ○ 電気実験Ⅰ

オームの法則,キルヒホッフの法則,各種機器による
抵抗測定,直流電位差計、オシロスコープの取扱い
方,トランジスタ・ダイオード等の実験

１
通

120 2 ○ ○ △ ○ △ ○

26 ○ 電気実験Ⅱ

電力の測定,電力量計の特性、電磁オシログラフに
よる波形観測、単相変圧器の諸特性,高電圧の諸試
験,電気材料の絶縁破壊試験、直流機の諸特性,交流
の諸特性,サイリスタレオナードの速度制御、マル
チバイブレータ・トランジスタ増幅器,電力平滑回

２
通

180 3 ○ ○ ○

27 ○ 電気機器設計

設計管理,直流発電機の設計,単相変圧器

２
後

30 1 ○ ○ ○

授業科目等の概要

#REF!
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期
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数
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位
 
数
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企
業
等
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連
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28 ○ 電気製図

製図に関する規格、製図作業の基礎、電気機器の各
配線図

２
通

60 2 ○ ○ ○

29 ○ シーケンス制御

シーケンス制御とは、構成機器のいろいろ、電気用
図記号の書き方、シーケンス制御記号の概要、開閉
接点の種類と動作、シーケンス図の表し方、電動機
の始動制御回路、電動機の正逆転制御回路、荷上げ
リフトの自動反転制御回路、ラダー図、プログラム

２
通

60 4 ○ ○ ○

30 ○ データ通信工学

電気通信技術の基礎,端末設備の接続のための技術
及び理論,端末設備の接続に関する法規

１
通

60 4 ○ △ ○ △ ○ ○

31 ○ 有線電気通信工学

通信を支える人々,通信のしくみ,日常で利用される
通信,通信のこれから

２
通

60 4 ○ ○ ○

32 ○ 省エネ技術

太陽光発電システムの構成,太陽電池の特性,太陽電
池モジュール,パワーコンディショナ,関連機器と部
品,太陽光発電システムの設計,システムの施工,保
守点検と計測,関係法令と手続き

１
後

30 2 ○ ○ ○

33 ○ プログラミング演習Ⅰ

Windows 7の基礎,Word入門,文章の入力,Wordの活用
１,Wordの活用２,Wordの用,DTP機能の活用,プレゼ
ンテーションとは、PowerPointを使ったプレゼン
テーション資料の作成,プレゼンテーションのテク
ニック,プレゼンテーションの実施と反省

１
通

60 2 ○ ○ ○

34 ○ プログラミング演習Ⅱ

Excelの基礎知識、Excel入門、ワークシートの活用
（1）、ワークシートの活用（2）、5章　グラフ
（1）、グラフ（2）、データベース、Excelの応用

２
通

60 2 ○ ○ ○

35 ○ 電気工事演習

電気理論,配電理論,配線設計,機器,施工,検査・測
定,法令,配線図,模擬問題集

１
通

90 3 ○ △ ○ ○ ○

36

#REF!

期

週

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分

１学期の授業期間

（留意事項）

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

2

15

卒業要件：

・履修すべき全授業科目を合格していること。
・提出物（実習レポート、課題、製図作品など）を全て提出している
こと。
・企業実習（インターンシップ）に参加していること。

履修方法：

合計 科目 #REF! 単位（単位時間）


